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Ⅰ．令和３年度月形町財務書類の公表について

２．連結対象とした会計の範囲
（１）一般会計等（１会計）
一般会計
（２）全体会計（５会計）
①国民健康保険特別会計
②農業集落排水事業特別会計
③介護保険事業特別会計
④後期高齢者医療特別会計
⑤病院事業会計
（３）連結会計（７会計）
①月新水道事業団上水道事業会計
②月形町振興公社
③南空知ふるさと市町村圏組合
④空知教育センター組合
⑤石狩川流域下水道組合
⑥北海道後期高齢者医療広域連合
⑦北海道市町村備荒資金組合

全体会計とは、一般会計等に特別会計を含めたもので、連結会計とは、全体会計に外郭団体を
含めたものです。

１．平成26年4月30日に財務書類の作成方法の統一化のための「今後の新地方公会計の推進に
関する研究会報告書」が取りまとめられ、平成27年1月23日に「統一的な基準による地方公会計
マニュアル」が取りまとめられました。本町では、「統一的な基準」により財務書類を作成すること
により、団体間の比較可能性が確保され、将来的には決算分析や予算編成への活用を考えて
おります。



Ⅱ．令和３年度財務書類
１．貸借対照表（要約）
金額単位：千円

金額
構成
比率

金額
構成
比率

金額
構成
比率

資産の部
１．固定資産 16,055,702     95.1% 17,261,517     93.7% 18,350,095    92.5%
（１）有形固定資産 12,093,829     71.6% 13,655,112     74.1% 14,171,312    71.4%
事業用資産 7,002,315       41.5% 7,773,119       42.2% 7,773,119     39.2%
インフラ資産 4,455,850       26.4% 5,116,732       27.8% 5,564,808     28.0%
物品 635,664         3.8% 765,262         4.2% 833,385        4.2%

（２）無形固定資産 8,434             0.0% 8,434            0.0% 17,857         0.1%
（３）投資その他の資産 3,953,439       23.4% 3,597,971       19.5% 4,160,926     21.0%
投資及び出資金 1,775,403       10.5% 607,145         3.3% 599,649        3.0%
投資損失引当金 -762,706        -4.5% -                  0.0% -                 0.0%
長期延滞債権 8,008             0.0% 20,496           0.1% 20,659         0.1%
基金 2,934,150       17.4% 2,972,729       16.1% 3,542,964     17.9%
徴収不能引当金 -1,416           0.0% -2,400           0.0% -2,406         0.0%
その他 -                  0.0% -                  0.0% 60               0.0%

２．流動資産 834,004         4.9% 1,159,183       6.3% 1,497,060     7.5%
現金預金 101,716         0.6% 197,862         1.1% 503,810        2.5%
未収金 2,879             0.0% 121,553         0.7% 132,315        0.7%
財政調整基金等 729,409         4.3% 835,233         4.5% 835,796        4.2%
徴収不能引当金 -                  0.0% -50               0.0% -334            0.0%
その他 -                  0.0% 4,585            0.0% 25,472         0.1%

資産の部合計 16,889,706     100.0% 18,420,700     100.0% 19,847,155    100.0%
負債の部

１．固定負債 3,676,935       21.8% 3,949,521       21.4% 4,097,965 20.6%
地方債等 3,382,751       20.0% 3,700,529       20.1% 3,761,471 19.0%
長期未払金 23,180           0.1% 23,180           0.1% 23,180 0.1%
退職手当引当金 102,915         0.6% 102,915         0.6% 103,134 0.5%
その他 -                  0.0% 122,897         0.7% 210,181 1.1%

２．流動負債 437,829         2.6% 568,634         3.1% 584,958 2.9%
１年内償還予定地方債等 381,090         2.3% 461,877         2.5% 465,884 2.3%
未払金 9,790             0.1% 40,416           0.2% 43,373 0.2%
賞与引当金 36,909           0.2% 54,403           0.3% 55,614 0.3%
預り金 10,041           0.1% 11,938           0.1% 12,029 0.1%
その他 -                  0.0% -                  0.0% 8,059 0.0%

負債の部合計 4,143,415       24.5% 4,518,154       24.5% 4,682,924 23.6%
純資産の部

12,943,030     76.6% 13,902,546     75.5% 15,164,231 76.4%
純資産の部合計 12,943,030     76.6% 13,902,546     75.5% 15,164,231 76.4%

負債・純資産の部合計 16,889,706     100.0% 18,420,700     100.0% 19,847,155 100.0%

（１）項目の説明
①貸借対照表

②事業用資産（有形固定資産） 庁舎や学校などの有形固定資産
③インフラ資産（有形固定資産） 道路や河川などの社会基盤となる資産
④無形固定資産 ソフトウエア等無形の資産
⑤投資及び出資金（投資その他
の資産）

運用目的の有価証券や出資金等の資産

⑦基金（投資その他の資産） 特定目的のために積立した資産
長期延滞債権のうち徴収不能見積額

税収等の未収金や貸付金などのうち回収期限到来後１年以上経過した
もの

⑥長期延滞債権（投資その他の
資産）

⑧徴収不能引当金（投資その他
の資産）

項目
一般会計等 全体会計 連結会計

令和4年3月31日現在に保有する資産、負債、純資産を表示したもので、
地方自治体が、住民サービスを提供するために保有している資産と、そ
の資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたのかについて、概
括的に示している。



⑨現金預金（流動資産） 現金預金（歳計外預金を含む。）
⑩未収金（流動資産）

⑪財政調整基金等（流動資産） 財政調整基金及び１年以内に地方債の償還に充てられる減債基金
⑫徴収不能引当金（流動資産） 未収金のうち徴収不能見積額
⑬地方債（固定負債） 地方債・借入金残高のうち１年内償還予定額を差し引いたもの
⑭退職手当引当金（固定負債） 将来の退職者に対して給付すべき退職金の見積額

地方債・借入金残高のうち１年内償還予定額

⑯未払金（流動負債） 財貨・役務の提供を受けたが支払いが済んでいないもの
⑰純資産 これまでの世代が負担して蓄積された資産

（２）概要

⑮１年内償還予定地方債等（流動
負債）

①総資産：一般会計等では168.9億円、全体会計では184.2億円、連結会計では198.5億円の資産を形成して
いる。
②総負債：一般会計等では39.5億円、全体会計では45.2億円、連結会計では46.8億円については、将来の
世代が負担する。
③純資産：一般会計等では129.4億円、全体会計では139.0億円、連結会計では151.6億円については、現在
までの世代が負担済みである。

税収等や使用料手数料のうち回収期限到来後１年を経過していないも
の



２．行政コスト計算書（要約）
金額単位：千円

項目 一般会計等 全体会計 連結会計
１．経常費用計（行政コスト総額） 4,074,380           5,372,037           6,197,500
（１）業務費用 2,660,419           3,427,358           3,591,288

人件費 609,113              986,002              1,049,064
物件費等 2,036,377           2,388,588           2,465,045
その他の業務費用 14,929               52,767               77,179

（２）移転費用 1,413,962           1,944,679           2,606,212
２．経常収益 142,183              649,832              841,503
３．臨時損失 -                       2,850                 96,986
４．臨時利益 -                       -                       92,360

純行政コスト 3,932,197           4,725,054           5,360,623

（１）項目の説明
①行政コスト計算書

②人件費（経常費用） 職員給与、退職給付費用など
③物件費等（経常費用） 備品、消耗品、委託費、修繕維持費、減価償却費など
④その他の業務費用（経常費用） 地方債等の支払利息、徴収不能引当金繰入額など
⑤経常費用（移転費用） 補助金、社会保障費など
⑥経常収益 使用料、手数料、財産売払収入など
⑦臨時損失 災害復旧費、資産の除売却損など
⑧臨時収益 資産の売却益など
⑨純行政コスト 行政コスト総額に経常収益と臨時損益を加減したもの

（２）概要

③純行政コスト：一般会計では39.3億円、全体会計では47.3億円、連結会計では53.6億円と
なっている。この赤字分は、一般財源及び国・県等補助金で賄っている。

①行政コスト総額：一般会計では40.7億円、全体会計では53.7億円、連結会計では62.0億円と
なっている。
②経常収益：一般会計では1.4億円、全体会計では6.5億円、連結会計では8.4億円となってい
る。

１年間の行政運営コストのうち、資産形成に結びつかない
行政サービスに要したものを人件費、物件費、その他の
業務費用、移転費用に区分表示している。



３．純資産変動計算書（要約）
金額単位：千円

項目 一般会計等 全体会計 連結会計
１．前年度末純資産残高 13,112,354          14,039,605            15,253,347
２．純行政コスト -3,932,197          -4,725,054            -5,360,623
３．財源 3,759,844            4,564,342             5,241,986
税収等 3,068,536            3,482,292             4,089,083
国県等補助金 691,309              1,082,050             1,152,903

４．本年度差額 -172,353            -160,712              -118,637
５．資産評価差額 -                       -                         -
６．無償所管換等 -                       -                         -
７．比例連結割合変更に伴う差額 -                       -                         5,868
８．その他 3,030                 23,652                 23,652
９．本年度純資産変動額 -169,323            -137,060              -89,117
１０．本年度末純資産残高 12,943,030          13,902,546            15,164,231

（１）項目の説明
①純資産変動計算書

②税収等（財源） 交付金など
③国県等補助金（財源） 国や都道府県からの補助金収入
④本年度差額 純行政コストに財源を加えたもの
⑤資産評価差額 有価証券等の評価差額など
⑥無償所管替等 無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額など
⑦本年度純資産変動額

⑧本年度末純資産残高 前年度純資産残高に本年度純資産変動額を加えたもの

（２）概要

②財源：一般会計では37.6億円、全体会計では45.6億円、連結会計では52.4億円となっている。
③本年度差額：一般会計ではマイナス1.7億円、全体会計ではマイナス1.6億円、連結会計ではマ
イナス1.2億円となっている。
④本年度純資産変動額：一般会計では5.9億円、全体会計では2.0億円、連結会計では2.1億円と
なっている。
⑤本年度末純資産残高：一般会計では129.4億円、全体会計では139.0億円、連結会計では151.6
億円となっている。

純資産が年度中にどのように増減したかを、財源、資産評価
差額、無償所管替等、その他に区分して表示したもの。

本年度差額に資産評価差額、無償所管替等、その他を加え
たもの

①純行政コスト：一般会計では39.2億円、全体会計では47.3億円、連結会計では53.6億円となって
いる。この赤字分は、一般財源及び国・県等補助金で賄っている。



４．資金収支計算書（要約）
金額単位：千円

項目 一般会計等 全体会計 連結会計
１．業務活動収支 623,768               711,404                770,512
業務支出 3,215,236             4,479,558              5,285,930
業務収入 3,531,979             4,883,938              5,749,417
臨時支出 -                        -                         -
臨時収入 307,025               307,025                307,025

２．投資活動収支 -429,337             -470,693              -505,953
投資活動支出 577,913               633,662                784,768
投資活動収入 148,575               162,969                278,816

３．財務活動収支 -184,578             -222,964              -241,932
財務活動支出 404,235               485,523                504,491
財務活動収入 219,657               262,559                262,559

４．本年度資金収支額 9,853                  17,748                 22,627
５．前年度末資金残高 81,822                170,074                466,899
６．比例連結割合変更に伴う差額 -                        -                         4,507
７．本年度末資金残高 91,675                187,822                494,033

８．本年度末歳計外現金残高 10,041                10,041                 9,776
９．本年度末現金預金残高 101,716               197,862                503,810

（１）項目の説明
①資金収支計算書

②業務支出（業務活動収支）

③業務収入（業務活動収支）

④臨時支出（業務活動収支）

⑤臨時収入（業務活動収支）

⑥投資活動支出（投資活動収支）

⑦投資活動収入（投資活動収支）

⑧財務活動支出（財務活動収支） 地方債などの償還支出
⑨財務活動収入（財務活動収支） 地方債などの発行収入

（２）概要

④本年度資金収支差額：一般会計では0.1億円、全体会計では0.2億円、連結会計では0.2億円と
なっている。
⑤本年度末資金残高：一般会計で0.9億円、全体会計では1.9億円、連結会計では4.9億円となって
いる。

行政サービスを実施するうえで、臨時的に支出されるもの（災
害復旧事業費など）
行政サービスを実施するうえで、臨時的に収入されるもの（資
産売却収入など）
公共施設や道路整備などの資産形成、投資や貸付金などの
金融資産形成に支出したもの
公共施設などの資産形成の財源に充てられた補助金収入、
土地などの固定資産の売却収入など

①業務活動収支：一般会計では6.2億円、全体会計では7.1億円、連結会計では7.7億円となってい
る。

１年間の資金の増減を業務活動収支、投資活動収支、財務
活動収支に区分して表示したもの。
行政サービスを実施するうえで、毎年度継続的に支出される
もの（人件費、物件費、補助金、社会保障給付など）
行政サービスを実施するうえで、毎年度継続的に収入される
もの（税収等、国県等補助金、使用料及び手数料など）

②投資活動収支：一般会計ではマイナス4.3億円、全体会計ではマイナス4.7億円、連結会計ではマ
イナス5.1億円となっている。
③財務活動収支：一般会計では3.2億円、全体会計では3.0億円、連結会計では2.8億円となってい
る。



５．比率分析

分析比率名 計算式 一般会計等 全体会計 連結会計
純資産比率（％） 純資産総額/資産総額 76.6% 75.5% 76.4%
社会資本形成の世代間比率（％） 地方債等/有形固定資産 31.1% 30.5% 29.8%
有形固定資産減価償却率（％） 減価償却累計額/取得価額 74.8% 73.8% 73.5%
歳入額対資産比率（年） 資産総額/歳入総額 3.9 3.2 2.8
地方債の償還年数（年） 地方債等/業務活動収支 6.0 5.9 5.5
受益者負担の割合（％） 経常収益/経常費用 3.5% 12.1% 13.6%
行政コスト対財源比率（％） 純経常行政コスト/財源 104.6% 103.5% 102.2%

（２）概要
①純資産比率

②社会資本形成の世代間比率

③有形固定資産減価償却率

④歳入額対資産比率

⑤地方債の償還年数

⑥受益者負担の割合

⑦行政コスト対財源比率 一般会計等が104.6%、全体会計が103.5％、連結会計が102.2%
である。

一般会計等が31.1%、全体会計が30.5％、連結会計が29.8%であ
る。

一般会計等が6.0年、全体会計が5.9年、連結会計が5.5年であ
る。
一般会計等が3.5%、全体会計が12.1％、連結会計が13.6%であ
る。

一般会計等が3.9年、全体会計が3.2年、連結会計が2.8年であ
る。

一般会計等が76.6%、全体会計が75.5％、連結会計が76.4%であ
る。

一般会計等が74.8%、全体会計が73.8％、連結会計が73.5%であ
る。


